様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　　　2022年　　4月　　18日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）えぬでぃえすそりゅーしょんかぶしきがいしゃ
                    　一般事業主の氏名又は名称 ＮＤＳソリューション株式会社
（ふりがな）やぶもと　たつや
                       （法人の場合）代表者の氏名  　籔本　達也        印
住所　〒460-0011
　　　　　愛知県名古屋市中区大須４丁目１１番３９号　川本ビル３Ｆ
法人番号　4180001039009　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト


	公表日
	　　　2022年　4月　14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト
コーポレートサイト「DXへの取組み」
https://www.nsol.co.jp/corporate/dx/
「市場認識」「DXポリシー」「ビジョン」

	記載内容抜粋
	経営理念に基づき、デジタル技術で常に進化し続ける
企業風土を作り、CXを向上していく思いを込めて経営
ビジョンを策定しました。

当社は、情報通信業界、半導体業界で50年以上にわたり
実績を積み重ね、お客様の信頼を築いてきました。
将来にわたり発展していくには、積み重ねた経験をデジ
タル技術を用いて変革し、企業内改革やビジネスモデル
の新たな価値創造へと繋げることが重要であると考えます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営ビジョンは、2022年1月28日の取締役会の承認を得て決定されました。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト


	公表日
	　　　2022年　3月　9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト
コーポレートサイト「DXへの取組み」
https://www.nsol.co.jp/corporate/dx/
「DX戦略」に記載

	記載内容抜粋
	当社のＤＸ戦略
■業務プロセス、オペレーションの抜本的な改革
■RPA、動画コンテンツによりお客様の課題を解決
■ＤＸ営業を推進
■デジタル人材の育成・確保


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ＤＸ戦略は、2022年2月28日の取締役会の承認を得て決定されました。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト
コーポレートサイト「DXへの取組み」
https://www.nsol.co.jp/corporate/dx/
「DX戦略」「DX推進体制」に記載

	記載内容抜粋
	ＤＸ推進するための組織を発足。
・事業推進本部の下部組織にDX推進室を設置
・各部門にDX推進担当を設置

ＤＸを推進する上で人材の育成が重要であると捉えており、以下通りスキル分野を分けて育成します。
・ヒューマンスキル
・マネジメントスキル
・テクノロジースキル



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト
コーポレートサイト「DXへの取組み」
https://www.nsol.co.jp/corporate/dx/
「DX戦略」に記載

	記載内容抜粋
	・コミニュケーションを活性化させるためのデジタル環境を推進
・業務の効率化や生産性を高めるクラウドサービスや
自動化ツール（AI-OCR、RPA等）の活用
・SFAやマーケティングオートメーションツール（MA）を導入



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト

	公表日
	　　　　2022年　3月　9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト
コーポレートサイト「DXへの取組み」
https://www.nsol.co.jp/corporate/dx/
「DX指標」に記載

	記載内容抜粋
	・デジタル化対象業務における改善率70％を実施
・デジタルマーケティングの導入、売上拡大
・RPA、AI-OCRの利用拡大、お客様へのPoC実施
・動画新プラットフォームの採用



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2022年　4月　14日


	発信方法
	ＮＤＳソリューションコーポレートサイト
コーポレートサイト「DXへの取組み」
https://www.nsol.co.jp/corporate/dx/
「代表取締役社長メッセージ」に記載

	発信内容
	いつの時代も社会環境は絶え間なく変化しています。
そして現代、デジタル技術でさらにそのスピードが加速
して新たな社会が生まれようとしています。

目指すべき未来社会として政府が提唱する「Society5.0」
は、イノベーションで創出される新たな価値により、格差
なくニーズに対応したモノやサービスを提供する事で、「経
済発展」と「社会的課題」を両立させると定義されていま
す。
当社は、その実現のために、デジタル技術を活用して「人
とモノ」「様々な知識や情報」を共有できる基盤を作り上
げ、社員一丸となり、目指すべき未来に向かっていきま
す。
具体的には、ホームページ内に4つのDX戦略を示しています。
1 業務プロセス、オペレーションの抜本的な改革
2 RPA、動画コンテンツによりお客様の課題を解決
3 DX営業を推進
4 デジタル人材の確保・育成
これらのDX戦略によって、お客様へ新たな価値を提供でき
る企業となり、持続可能な未来社会の創造に向けて一翼を
担いたいと考えております。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2022年　1月頃　～　2022年　2月頃


	実施内容
	「DX推進指標」自己診断フォーマットによる自己分析を実施して提出している。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年4月1日　～　継続実施中

	実施内容
	サイバーセキュリティおよびセキュリティ全般は、当社
の情報システム部門が管理しており、主に社内システム
の安全確保、不正利用対策、ファイルアクセス権限規定
、マルウェアの監視などをシステム的・組織的に実施し
ております。
また、当社は個人情報保護体制に関する認証(Pマーク)を
受けており、社内外に対しての情報セキュリティ運用
規程が定められております。運用状況の確認は、年1回の
監査で確認しております。監査対象は、全本部、全事業
部となっております。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

